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｢共謀罪｣ 強行！憲法じゅうりんは許されない！
自民・公明与党と日本維新の会は、15日朝の参議院本会議で、　「内心」を処罰対象にする憲法違反の「共謀罪」を賛成多数で強行可決・成立させました。審議すればするほど理がないことが明らかになる中、国民への説明責任を放棄し、国際世論まで敵に回し、「数の力」で違憲立法を強行した暴挙は許されません。採決方法も、「中間報告」という卑劣な禁じ手で委員会審議を中断、投票権を奪う参院本会議運営等、民主主義を踏みにじりました。
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森友・加計学園疑惑など、国民の疑問には全く応えず、行政を私物化する安倍内閣に、もはや政権を担う資格はありません。「もうこの国のかじ取りを任せておけない」と退陣を求める声が大きくなっています。

｢一般人｣取締り、物言えぬ社会に
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「共謀罪」は「一般人」を対象にした法律です。犯罪を計画段階で処罰するため、捜査機関がメール、ＳＮＳの情報を幅広く収集するようになる懸念があります。法律専門家は、戦前のような「監視社会」、うっかり自由に物が言えない社会に向かう流れを加速すると警鐘を鳴らしています。結局、「共
謀罪」創設によって、「消費税増税中止」など、時の政権に対する批判や意見を抑えるものです。秘密保護法、戦争法（安保法制）などによる戦争する国づくりを進め、来年にも予想される「憲法改悪」への準備にほかなりません。
都議選で悪政にキッパリ審判を！

そもそもどの党も総選挙の際、「共謀罪」創設を公約になどしていませんでした。共謀罪を制定した自民・公明には、都議選など政治戦で、きっちりと審判を下しましょう。憲法違反の法律は廃止しかありません。

加速する貧困と格差。消費税増税は中止を！
安倍政権は、独裁政権のように「数の力」を振り回し、共謀罪で、国民の不満を抑え込もうとしています。しかし、現実に国民には貧困が襲っています。2016年度の生活保護受給世帯数は過去最高を更新し、特に65歳以上の高齢者世帯数は83万7千世帯と全体の51％を占めたことが分かりました。（厚生労働省の6月7日公表・「生活保護の被保護者調査」結果より）。　高齢者世帯が過半数超えとなるのは史上初めてです。
この上、消費税率10％引上げではやっていけません。一生懸命日本経済を支えて貢献されてきたお年寄りが少しでも安心して長生きできる社会を作りましょう。
国民のフトコロ温め景気回復を！決め手は「消費税増税キッパリ中止」しかありません！
もう安倍政権に国のかじ取りはまかせられない!！


｢共謀罪｣廃止,消費税10％増税中止!





消費税廃止各界連絡会
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